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 資料 １  

 

◆水道事業ガイドラインとは 

· 水道事業ガイドラインは、水道サービス水準の向上、事業経営の

透明性の確保を目的として、平成１７年１月１７日に（社）日本水道

協会規格（JWWA Q 100）として制定されました。 

· 「業務指標」は、このガイドラインの中で、水道事業の多岐にわたる

業務を定量的に評価する共通手法として示されています。 

 

◆業務指標（ＰＩ：Performance Indicator）とは 
 水道サービスを将来にわたってより良いものとしていくため、１３７項目

の指標を設け、それらを「安心」、「安定」、「持続」、「環境」、「管理」、「国

際」の６つに区分し、わかりやすく構成されています。 
 

◇安心：すべての国民が安心しておいしく飲める水道水の供給 

・ 水資源の保全 

・ 水源から給水栓までの水質管理 

◇安定：いつでもどこでも安定的に生活用水を確保 

・ 連続した水道水の供給 

・ 将来への備え 

・ リスクの管理 

◇持続：いつまでも安心できる水を安定して供給 

・ 地域特性にあった運営基盤の強化 

・ 水道文化・技術の継承と発展 

・ 消費者ニーズを踏まえた給水サービスの充実 

◇環境：環境保全への貢献 

・ 地球温暖化防止、環境保全などの推進 

・ 健全な水循環 

◇管理：水道システムの適正な実行・業務運営及び維持管理 

・ 適正な実行・業務運営 

・ 適正な維持管理 

◇国際：我が国の経験の海外移転による国際貢献 

・ 技術の移転 

・ 国際機関、諸国との交流 

 

 

 水道事業ガイドライン（ＰＩ）は、ＩＳＯ／ＴＣ２２４（水道サービスの評価に関するガイド

ライン）の考え方に基づいて制定され、国際的にも認知されるものです。 

なお、平成１９年１２月、上下水道サービスに係る国際規格（ＩＳＯ２４５１０，ＩＳＯ２４

５１１，ＩＳＯ２４５１２）が発行されています。 

 



資料 ２  

 

 

◆水道事業評価・監査マニュアル（案） 

水道事業の持続性を確保するためには客観的公正な評価を行う第三者

機関が必要 

 

北海道大学公共政策大学院を核として、大学、国、地方自治体、水道事

業者、労働組合、民間シンクタンク、コンサルタント等に所属する有志が

「水道事業評価・監査マニュアル研究会」の名の下でまとめたもの 

 

 

○評価指標 

・業務指標は、背景となる情報と密接な関係があり、これらを十分考慮し

て指標を活用することが重要である 

・客観的な物差しとなる目標値を基に評価することで、他水道事業者との

比較可能性を考慮した評価・監査が行える 

 

 

 

業務指標「PI」の目標値を A(高評価)、B（普通）、C(低評価)の３段階で設

定 
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資料 ５

埼玉県消防広域化推進計画
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◆　規模別分布状況

　　　給水人口
　　　　（万人）

有効率（%）

０．１
未満

０．１
～

０．２
未満

０．２
～

０．３
未満

０．３
～

０．５
未満

０．５
～

１．０
未満

１
～
２

未満

２
～
３

未満

３
～
５

未満

５
～
１０

未満

１０
～
２０

未満

２０
～
３０

未満

３０
～
５０

未満

５０
～

１００
未満

１００
以上

合計 構成比

５０未満 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0.2%

５０～５５未満 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0.2%

５５～６０未満 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0.2%

６０～６５未満 0 0 1 2 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0 9 0.6%

６５～７０未満 1 0 1 3 15 10 2 0 1 0 0 0 0 0 33 2.1%

７０～７５未満 1 0 1 6 27 13 6 2 0 0 0 0 0 0 56 3.6%

７５～８０未満 3 1 1 10 33 43 12 9 3 1 0 1 0 0 117 7.5%

８０～８５未満 1 1 0 14 62 51 36 33 19 4 1 1 0 0 223 14.3%

８５～９０未満 1 1 1 11 76 62 40 60 40 17 3 3 0 0 315 20.1%

９０～９５未満 2 0 0 13 68 81 32 71 96 49 15 19 7 7 460 29.4%

９５～１００未満 3 1 0 13 47 66 38 40 47 46 15 16 3 7 342 21.9%

合計 16 5 6 73 334 328 166 215 206 117 34 40 10 14 1,564 100.0%

平均 77 80 67 85 85 87 88 90 91 93 93 94 93 95 92.5

95%以上の割合 18.8% 20.0% 0.0% 17.8% 14.1% 20.1% 22.9% 18.6% 22.8% 39.3% 44.1% 40.0% 30.0% 50.0%

※有効率：有効水量を給水量で除したもの。有効水量は給水量から漏水量、調定減額水量、他に起因する

　　　　　　水道施設の損傷などにより無効となった水量を除いたもの

◆　規模別平均有効率

全国の給水人口と有効率の現況

平成１８年度水道統計より

資料　7
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◆全国の有収水量１㎥当たりの規模別費用

区分 人件費 動力費 修繕費 薬品費 支払利息
減価

償却費
受水費 その他 合計

0.5万人未満 47.46 10.63 13.45 1.58 37.14 64.78 17.21 76.38 268.63

0.5～1万人未満 32.45 10.39 9.70 1.35 37.52 69.85 20.11 30.95 212.32

1～2万人未満 25.53 8.32 8.78 0.95 28.38 55.69 26.59 23.68 177.92

2～3万人未満 25.80 7.77 8.05 1.23 28.23 56.48 32.77 24.82 185.15

3～5万人未満 23.83 6.68 7.99 0.84 23.04 48.78 37.67 23.70 172.53

5～10万人未満 25.05 5.89 7.99 0.88 22.07 48.87 42.21 24.05 177.01

10～25万人未満 26.13 4.97 7.31 0.65 18.39 42.78 43.19 23.78 167.20

25～50万人未満 30.41 4.49 7.64 0.89 21.97 46.79 32.83 25.95 170.97

50～100万人未満 28.66 4.37 10.60 0.78 19.37 44.21 26.45 24.80 159.24

100万人以上 36.91 4.95 22.78 1.29 18.22 46.92 19.70 40.05 190.82

平均 30.34 5.44 12.81 0.99 20.94 47.62 30.86 29.83 178.83

※有収水量：料金徴収の対象となる水量（有効水量）からメーター不感水量、公園用水、消防用水等を

　　　　　　　　引いた水量（料金徴収した水量）

資料　８
全国の有収水量１㎥当たりの規模別費用

平成１８年度水道統計より
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◆固定資産使用効率

平成１７年度地方公営企業年鑑より

区分 １万人未満 1.0～1.5万人 1.5～3.0万人 3.0～5.0万人 5.0～10万人 10～15万人 15～30万人 30万人以上

使用効率 4.91 6.33 6.89 6.98 7.53 8.79 8.65 8.37

平均

全国の規模別固定資産効率
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◆固定資産回転率

平成１７年度地方公営企業年鑑より

区分 １万人未満 1.0～1.5万人 1.5～3.0万人 3.0～5.0万人 5.0～10万人 10～15万人 15～30万人 30万人以上

回転率 0.074 0.091 0.098 0.101 0.113 0.134 0.131 0.126

平均

全国の規模別固定資産回転率
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資料　１２県 営 水 道 送 水 管 網 図

市町村受水地点



広域化組合せ案に対する事業体の意見 概ね同意 代案検討 その他

その他意見の内容

・市（首長の意見や議会）として調整がとれていない
・最初から県内水道１本化を進めるべき
・ブロックの移動を希望 ※検討の結果、県提示案を変更
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◆半世紀先の「県内水道１本化」

◆広域化組合せ案の観点 ◆広域化組合せ案

◆２０年後の広域化形態

88%

12%
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ブロック名 給水人口（人） 構成事業体 形態

１ブロック 574,443 春日部市、久喜市、栗橋町、幸手市、菖蒲町、白岡町、杉
戸町、宮代町、鷲宮町（９事業体）

水平統合

２ブロック 859,196 越谷・松伏水道企業団、草加市、三郷市、八潮市、吉川市
（５事業体）

垂直統合

３ブロック 576,493 越生町、川越市、川島町、坂戸鶴ヶ島水道企業団、毛呂山
町（５事業体）

水平統合

４ブロック 676,574 朝霞市、志木市、新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町、
和光市（７事業体）

水平統合

５ブロック 775,772 入間市、狭山市、所沢市、飯能市、日高市（５事業体） 水平統合

６ブロック 211,789 小川町、滑川町、鳩山町、ときがわ町、東松山市、東秩父
村、吉見町、嵐山町（８事業体）

垂直統合

７ブロック 744,229 川口市、戸田市、鳩ヶ谷市、蕨市（４事業体） 水平統合

８ブロック 1,193,695 さいたま市 先導

９ブロック 587,283 伊奈町、上尾市、桶川北本水道企業団、鴻巣市、蓮田市
（５事業体）

水平統合

１０ブロック 251,210 大利根町、加須市、騎西町、北川辺町、行田市、羽生市（６
事業体）

垂直統合

１１ブロック 517,709 神川町、上里町、熊谷市、深谷市、本庄市、美里町、寄居
町（７事業体）

水平統合

１２ブロック 97,268 小鹿野町、秩父市、皆野・長瀞上下水道組合、横瀬町（４
事業体）

水平統合

広域化組合せ案一覧表
資料 １４



集中監視制御システムに係る整備費用

ブロック 整備費用 補助金導入後 企業債借入 自己資金

１ブロック 1,255,500 845,500 422,750 422,750

２ブロック 852,500 571,500 285,750 285,750

３ブロック 878,500 589,500 294,750 294,750

４ブロック 1,112,500 745,500 372,750 372,750

５ブロック 1,944,500 1,298,500 649,250 649,250

６ブロック 1,229,500 823,500 411,750 411,750

７ブロック 735,500 492,500 246,250 246,250

８ブロック － － － －

９ブロック 982,500 657,500 328,750 328,750

１０ブロック 943,500 631,500 315,750 315,750

１１ブロック 1,710,500 1,145,500 572,750 572,750

１２ブロック 1,294,500 865,500 432,750 432,750

計 12,939,500 8,666,500 4,333,250 4,333,250

１事業体平均 202,180 135, 414 67,707 67,707

単位：千円

※整備費用＝国庫補助1/3＋企業債借入1/3＋自己資金1/3
※集中監視制御の整備費用に対する国庫補助は対象外であるが、県が国と協議・調整を図る
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ブロック 年間調定件数 現状 一体化後 効果（年間）

１ブロック 1,375,879 552,108 416,374 135,734

２ブロック 2,209,711 899,428 580,392 319,035

３ブロック 1,505,314 544,872 458,133 86,739

４ブロック 1,871,200 723,361 471,576 251,786

５ブロック 1,939,911 948,935 523,038 425,897

６ブロック 505,904 294,305 191,146 103,159

７ブロック 2,013,178 988,187 549,240 438,948

８ブロック － － － －

９ブロック 1,329,511 507,271 375,903 131,368

１０ブロック 554,700 220,323 160,340 59,984

１１ブロック 1,274,730 730,390 379,326 351,063

１２ブロック 273,430 152,434 121,535 30,898

計 14,853,468 6,561,614 4,227,003 2,334,611

１事業体平均 232,085 102,525 66,047 36,478

単位：千円営業業務一体化の定量的効果
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ブロック 現状
人件費 委託費 維持管理費

一体化後
人件費 委託費

効果
（年間）

１ブロック 95,359 372,341 478,618 3,168 716,764 226,386

２ブロック 308,659 436,435 436,330 3,435 974,993 202,996

３ブロック 115,847 293,965 311,479 3,405 531,573 186,313

４ブロック 262,996 537,767 393,539 3,523 722,712 468,067

５ブロック 245,950 463,771 449,143 3,409 761,743 393,711

６ブロック 85,347 178,705 142,781 3,190 313,147 90,496

７ブロック 119,342 329,592 245,909 3,726 452,929 238,189

８ブロック － － － － － －

９ブロック 91,488 357,755 403,275 3,515 631,224 217,780

１０ブロック 84,510 194,964 256,460 3,097 390,137 142,699

１１ブロック 195,412 519,256 586,340 3,229 1,105,597 192,692

１２ブロック 191,321 96,542 92,327 3,058 298,042 79,090

計 1,796,231 3,781,093 3,796,201 36,755 6,898,861 2,438,419

１事業体
平均

28,066 59,080 59,316 574 107,795 38,100

単位：千円浄水場維持管理業務の一体化による定量的効果（年間）
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ブロック 地震と
断水人口

事業体単独
整備

共同
整備

効果

１ブロック 茨城県南部36万人 335,105 11,908 323,197

２ブロック 東京湾北部56万人 327,530 52,805 274,725

３ブロック 深谷断層21万人 132,836 9,556 123,280

４ブロック 東京湾北部26万人 199,433 24,847 174,586

５ブロック 立川断層19万人 212,776 12,638 200,138

６ブロック 深谷断層11万人 148,047 12,494 135,553

７ブロック 東京湾北部45万人 187,681 40,676 147,005

８ブロック － － － －

９ブロック 深谷断層23万人 229,303 23,102 206,201

１０ブロック 深谷断層15万人 112,565 10,007 102,558

１１ブロック 深谷断層36万人 233,139 22,768 210,731

１２ブロック 深谷断層7千人 58,153 25,505 32,648

計 288.7万人 2,176,568 246,306 1,930,622

１事業体平均 34,009 3,849 30,166

単位：千円資機材備蓄の共同化による定量的効果
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ブロック 現状（拠点数） 企業局活用 拠点増加効果

１ブロック １４５(57.3) ２６７(105.5) １２２(48.2)

２ブロック ２６８(145.6) ３３３(181.0) ６５(35.4)

３ブロック ７１(28.4) １１８(47.2) ４７(18.8)

４ブロック ７２(66.9) １１６(107.7) ４４(40.8)

５ブロック ２３６(92.9) ３０５(120.1) ６９(27.2)

６ブロック ２３(8.5) ８２(30.4) ５９(21.9)

７ブロック １３５(158.5) １６８(197.1) ３３(38.6)

８ブロック － － －

９ブロック ３７(18.9) ８７(44.6) ５０(25.7)

１０ブロック ３９(15.5) １３５(53.8) ９６(38.3)

１１ブロック ４２(8.3) １６９(33.5) １２７(25.2)

１２ブロック － － －

計 １，０６８(45.4) １，７８０(75.6) ７１２(30.2)

１事業体平均 １７．８ ２９．７ １１．９

給水拠点強化による定量的効果

※県企業局活用は、最大活用可能数である
※１２ブロックは県企業局が供給していないため、効果は未算出

（ ）内は給水拠点密度PI:2205
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◆ソフト統合期間（１０年後）の職員退職への対応

ブロック 全職員数 退職数
①

営業業務
縮減数

②

維持管理
縮減数

③

一体化
縮減数計

④＝②＋③

差引
①－④

１ブロック １１９ ５２ ２１ １４ ３５ １７

２ブロック ２３５ １２２ ５１ ４１ ９２ ３０

３ブロック １９６ ８７ ３８ １６ ５４ ３３

４ブロック １３９ ７５ ５０ ３５ ８５ －１０

５ブロック ２３７ ７６ ６８ ３４ １０２ －２６

６ブロック ６４ ２２ １９ １３ ３２ －１０

７ブロック １６１ ７０ ３ １４ １７ ５３

８ブロック ４１３ １５５ － － － １５５

９ブロック １４５ ６６ ２５ １１ ３６ ３０

１０ブロック ４９ １９ １２ １２ ２４ －５

１１ブロック １２３ ４５ ７２ ２７ ９９ －５４

１２ブロック ４９ １３ １２ ２８ ４０ －２７

計 １，９３０ ８０２ ３７１ ２４５ ６１６ １８６
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施設の統廃合による定量的効果

ブロック 廃止浄水場能力（㎥／日） 削減される更新費用

１ブロック ３０，３７８ ２３７億円

２ブロック ６７，３６０ ２３５億円

３ブロック ６８，３２５ ３０２億円

４ブロック ５４，８０７ ２１１億円

５ブロック ８７，７２１ ４４２億円

６ブロック ３１，７３０ １０６億円

７ブロック １２１，３１１ ４２７億円

８ブロック － －

９ブロック １０２，７９６ ２８１億円

１０ブロック ６２，０１４ １５８億円

１１ブロック ８３，７３８ １５７億円

１２ブロック 共同浄水場

計 ６５５，３７３ ２，５５５億円

１事業体平均 １０，９２３ ４３億円

①更新費用
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ブロック Ａ現状 Ｂ管理の一体化後 Ｃ統廃合後 Ｄ効果（Ａ－Ｃ）

１ブロック ９４６，３１８ ７１９，９３２ ６２７，１７２ ３１９，１４６

２ブロック １，１８１，４２４ ９７８，４２８ ８２３，２１０ ３５８，２１４

３ブロック ７２１，２９１ ５３４，９７８ ４６０，０９８ ２６１，１９３

４ブロック １，１９４，３０２ ７２６，２３５ ６２０，３６２ ５７３，９４０

５ブロック １，１５８，８６４ ７６５，１５２ ７０８，５２６ ４５０，３３８

６ブロック ４０６，８３２ ３１６，３３７ ２７１，０３８ １３５，７９４

７ブロック ６９４，８４３ ４５６，６５５ ４０６，７０５ ２８８，１３８

８ブロック － － － －

９ブロック ８５２，５１８ ６３４，７３９ ５０４，３４１ ３４８，１７７

１０ブロック ５３５，９３３ ３９３，２３４ ３１５，４４２ ２２０，４９１

１１ブロック １，３０１，００８ １，１０８，８２６ ９７１，９４９ ３２９，０５９

１２ブロック 共同浄水場

計 ８，９９３，３３３ ６，６３４，５１６ ５，７０８，８４３ ３，２８４，４９０

１事業体平均 １４９，８８９ １１０，５７５ ９５，１５７ ５４，７４２

②年間の浄水場維持管理費 単位：千円／年



県水直送給水による定量的効果

ブロック 整備費用 内容 更新費用
縮減額

効果

２ブロック

7,575,000 浄水池増設

▲21,498,049 12,145,049
1,060,000 ポンプ増設

718,000 水運用センター

9,353,000 計

６ブロック

1,350,000 浄水池増設

▲6,479,510 1,875,510
3,077,000 ポンプ増設等

177,000 水運用センター

4,604,000 計

１０ブロック

2,700,000 浄水池増設

▲8,719,910 3,270,910
2,546,000 ポンプ増設等

203,000 水運用センター

5,449,000 計

単位：千円①更新費用
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②年間の浄水場維持管理費

ブロック Ａ現状 Ｃ統廃合後 Ｄ県水直送後 Ｄ効果（Ｃ－Ｄ）

２ブロック １，１８１，４２４ ８２３，２１０ ６９８，６２７ １２４，５８３

６ブロック ４０６，８３２ ２７１，０３８ ２５３，２８８ １７，７５０

１０ブロック ５３５，９３３ ３１５，４４２ ２４７，４９６ ６７，９４６

単位：千円

直送給水による
電力量削減分

二酸化炭素削減量に換算すると
4,753t-CO2/年

県全体の年間排出量63,241tの
約 7.5％に相当



現状
赤字転換(H37)

１ブロック財政シミュレーション結果

広域化
赤字転換(H39)

主な広域化方策 管理の一体化(H28～H42)
集中
監視

千円

給水原価が５．８円の削減

単年度赤字転換時期が２年抑制

現状 959億円

広域化後 967億円
２０年間の建設改良費

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 1,472億円

広域化後 1,224億円

２４８億円の削減
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２ブロック財政シミュレーション結果

２０年間の建設改良費

給水原価が７．８円の削減

単年度赤字転換時期は変わらない

３７４億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 2,662億円

広域化後 2,668億円

現状 1,187億円

広域化後 813億円

現状
赤字転換(H24)

広域化
赤字転換(H24)

管理の一体化(H28～H37)
集中
監視

主な広域化方策 水平統合
(H37)



３ブロック財政シミュレーション結果

主な広域化方策 管理の一体化(H28～H42)
集中
監視

給水原価が４．１円の削減

単年度赤字転換時期が１年抑制

現状
赤字転換(H29)

広域化
赤字転換(H30)

現状 1,430億円

広域化後 1,436億円

現状 839億円

広域化後 489億円

２０年間の建設改良費

Ｈ４３年以降の更新需要

３５０億円の削減



４ブロック財政シミュレーション結果

主な広域化方策 管理の一体化(H28～H42)
集中
監視

現状 1,033億円

広域化後 1,040億円

現状 1,304億円

広域化後 1,083億円

２０年間の建設改良費

２２１億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

単年度赤字転換時期が５年抑制

給水原価が１０．０円の削減

現状
赤字転換(H27)

広域化
赤字転換(H32)



５ブロック財政シミュレーション結果

主な広域化方策 管理の一体化(H28～H42)
集中
監視

２０年間の建設改良費

４５７億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 2,110億円

広域化後 2,123億円

現状 1,613億円

広域化後 1,156億円

単年度赤字転換時期が３年抑制

給水原価が９．５円の削減

現状
赤字転換(H27)

広域化
赤字転換(H30)



６ブロック財政シミュレーション結果

管理の一体化(H28～H37)
集中
監視

主な広域化方策 水平統合
(H37)

現状 2,110億円

広域化後 2,123億円

現状 588億円

広域化後 484億円

２０年間の建設改良費

１０４億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

単年度赤字転換時期が４年抑制

給水原価が７．８円の削減

現状
赤字転換(H31)

広域化
赤字転換(H34)



７ブロック財政シミュレーション結果

主な広域化方策 管理の一体化(H28～H42)
集中
監視

２０年間の建設改良費

４２７億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 1,285億円

広域化後 858億円

現状 1,599億円

広域化後 1,604億円

単年度赤字転換時期が４年抑制

給水原価が８．７円の削減

現状
赤字転換(H30)

広域化
赤字転換(H34)



９ブロック財政シミュレーション結果

主な広域化方策 管理の一体化(H28～H42)
集中
監視

２０年間の建設改良費

２９５億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 1,227億円

広域化後 1,234億円

現状 821億円

広域化後 526億円

単年度赤字転換時期が２年抑制

給水原価が６．０円の削減

現状
赤字転換(H30)

広域化
赤字転換(H32)



１０ブロック財政シミュレーション結果

管理の一体化(H28～H37)
集中
監視

主な広域化方策 水平統合
(H37)

２０年間の建設改良費

１９８億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 872億円

広域化後 883億円

現状 473億円

広域化後 275億円

単年度赤字転換時期が２年抑制

給水原価が８．２円の削減

現状
赤字転換(H29)

広域化
赤字転換(H31)



１１ブロック財政シミュレーション結果

主な広域化方策 管理の一体化(H28～H42)
集中
監視

２０年間の建設改良費

１７９億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 1,442億円

広域化後 1,453億円

現状 473億円

広域化後 294億円

単年度赤字転換時期が４年抑制

給水原価が８．３円の削減

現状
赤字転換(H27)

広域化
赤字転換(H31)



１２ブロック財政シミュレーション結果

管理の一体化

(H26～H32)
集中
監視

主な広域化方策 水平統合
(H32)

共同浄水場
運営

２０年間の建設改良費

１３９億円の削減

Ｈ４３年以降の更新需要

現状 522億円

広域化後 590億円

現状 170億円

広域化後 31億円

給水原価が５．６円の減少

単年度赤字転換時期が２年抑制

現状
赤字転換(H29)

広域化
赤字転換(H31)



方策別課題一覧表 
 

方策名 課    題 分  類 
営業業務

の一体化 
L 人件費削減が大きな効果であるが、各事業体での削減可能人員の

基本検討が必要 
L 窓口集約化により、利用者の利便性が悪化する 
L 料金体系がバラバラのため、料金管理システム統合後の方がより

効果がある 
L 料金管理システムについて、ほとんどがリースだが、一部買取と

している箇所があり導入形態・メーカー・時期に制約が生じる 
L 各事業体における効果の割り振りのルール作りが必要 

Ø 職員配置 
 
Ø 発注仕様 
Ø 発注仕様 
 
Ø 発注仕様 
 
Ø 費用負担 

維持管理

の一体化 
L 人件費削減が大きな効果であるが、各事業体での削減可能人員の

基本検討が必要 
L 集中監視システム導入の初期費用（事業体平均約１億４千万円）

が発生する 
L 現時点では補助制度がない 
L 集中監視制御の導入には、古い監視施設の場合、費用が強化する

こともある 
L 業務の検証に、監督員３名の技術力確保が必要 
L 各事業体における効果の割り振りのルール作りが必要 

Ø 職員配置 
 
Ø 発注仕様 
 
Ø 国（補助） 
Ø 発注仕様 
 
Ø 技術力確保 
Ø 費用負担 

共同備蓄 L 使用方法及び費用負担ルール作りが必要 Ø 費用負担 
施設統廃

合 
L 廃止浄水場については自己水源を対象としているが、将来の自己

水源の扱いを明確にする必要がある。 
L 県水受水率の向上により、県営水道の耐震化、変動給水等県企業

局における水運用面や停電時の対応など危機管理面の検討が必

要。 

Ø 整備方針 
 
Ø 県水体制 

共同浄水

場（12 ブ

ロック） 

L 共同浄水場建設には、水利権の集約が不可欠 
L 共同対象浄水場はそれぞれ耐用年数が異なる 
L 現時点では補助制度がない 
L ＤＢＯを行う場合のノウハウがない。 
L 簡易水道については、費用対効果を考慮し、施設統合の可否を検

討する必要がある。 
L 初期投資（約６８億円）、その後の経常費用６億８千万円程度発生

する 

Ø 国（水利権） 
Ø 発注仕様 
Ø 国（補助 
Ø 技術力確保 
Ø 整備方針 

 
Ø 整備方針 

 
直送給水

（ 2,6,10
ブ ロ ッ

ク） 

L 今回は３ブロックのみの検証であるが、県内水道１本化とした際

の姿も踏まえた給水システムを検証する必要がある 
L 直送給水に係る責任分解点の整理が必要 
L 変動給水等県企業局における水運用面の調整及びノウハウや停電

時の対応など危機管理面の強化が必要。 

Ø 県水体制 
 
Ø 県水体制 
Ø 県水体制 
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埼玉県水道広域化検討委員会 設置要綱 

 

（目的） 

第１条 水道事業における運営基盤を強化するために必要な「水道の広域化方 
 策」について、客観性を確保及び専門的見地から評価・検討することを目的 
 に埼玉県水道広域化検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項につい 
 て検討し、その結果を知事に提言する。 

 （１）水道事業体の現状評価に関すること。 

  （２）埼玉県内水道のあるべき姿と目標レベルの設定 

       （短期：５年後、中期：１０年後、長期：２０年後のあるべき姿） 

  （３）広域化方策案の作成 

  （４）広域化方策案の課題抽出と解決案の検討 

 

（組織） 

第３条 委員会は、委員６人をもって組織する。 

 

（委員） 

第４条 委員は、学識経験者及び民間有識者のうちから、知事が委嘱する。 

 

（設置期間） 

第５条 委員会の設置期間は、平成２２年３月３１日までとする。 

 

（委員長） 

第６条 委員会に委員長及び委員長代理をおく。 

２ 委員長は、委員会を主宰する。 

３ 委員長が出席できない場合には、委員長代理がその職務を行う。 

 

（委員会） 

第７条 委員会は、委員長が招集する。 
 
（委員会の公開） 
第８条 委員会は、原則として公開とする。ただし、出席した委員の３分の２ 
 以上の多数で同意したときは、公開しないことができる。 

 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、保健医療部生活衛生課において処理する。 



 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、 
 委員長が委員会に諮って定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２１年７月１６日から施行する。 
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